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名目Gβ剛≡対する豊地資産額比率の日米比較  

由 連 俊 明  

1．はじめに   

『平成8年度 土地の動向に関する年次報告（通称 土地白書）』の120ページに次  

の図が掲載されている。自書では、各国とも過去4、5年「土地資産額／名目GDP」（以下  

互で表す。）が下落し続けていることを記述するのみであって、各国間の互の値の大  

小関係については、何も言及されていない。  

図表4－5－2 ノ各国名目国内総生産に対する土地資産額の推移  

（倍）  
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本稿においては、一つのアプローチとして、生産関数の概念を用いた、単純化され  

たモデル分析を行い、土地と労働から成る生産要素の日米間における相対的希少性の  

差異に着目し、互の値の日米比較を行うこととする。  

2．Cobb－Douglas型生産関数における土地のべき指数α   

土地に焦点を合わせるため、生産要素を土地及び労働の二つに限定することとし、  

資本を除いて考察する。実質GDPyは、土地及び労働の投入量の組合せによって決定  

される。即ち、fを生産関数、エ。刀を土地利用量、⊥abを労働投入量とすれば、  

】／㌔＝f（エ。n，エ。b）・・。・。・。。。。・。 ・①  

と表すことが出来る。ここで、生産関数として一般に使われるCobb－Douglas型生産関   
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数を採用すれば、∂を正の定数、αを0と1の問にあるパラメーターとして、  

y＝∂エ。nαエ。bl】α。・‥。・。。。。。 。②  

となる（0＜α＜1の仮定は、土地の限界生産力が逓減するという想定に基づく。また、  

土地及び労働投入量のべき指数の和をα＋（1－α）＝1としているのは、規模に関し  

て収穫不変、即ち、土地及び労働の投入量を共に皿倍した時、yも皿倍となることを  

想定している）。②式の両辺をエ。。で割れば、  

‡シ／エ。b＝∂エanαエ。b一α  

＝a（⊥。n／上。b）α・・・。・・。・ ・③  

となり、γ≡‡／／エ。b、ノ…エ。刀／エabと定義すれば、③式は、  

y＝∂ノq … … …。… ‥ ④  

と書くことが出来る。   

ここで、yは、労働投入量1単位当りの実質GDPであった。労働投入量1単位を就  

業者1人とすれば、yは、就業者1人当りの実質GDPである。1994（平成6）年における  

yの倍は、日本48，879ドル、米国48，977ドル（1990年価格）であって、ほとんど同じ  

水準にある（『経済要覧 平成9年版』より算出。統計データについては以下同様。  

年次は、平成6年に統一）。両者の比率は、米国を1とすれば、日本が0．998である。   

就業者数を見ると、日本6，423万人に対し、米国1億2，306万人であり、日米比は、  

0．522である。   

一方、土地についてはどうであろうか。単純に国土面積で比較すれば、日米比は、  

0．039となっている。   

従って、土地投入量エ。nを国土面積で置き換えることが許されるならば、日本のノ  

（労働投入量当りの土地利用量）は、米国のそれよりも遥かに小さいことになる。ノ  

の日米比は、0．07である。   

次に、Cobb－Douglas型生産関数である②及び④式における定数∂について考えてみ  

よう。②式より、∂は、1単位の土地及び1単位の労働を投入した時のK実質GDP  

である。日米の生産性格差は、この場合の‡ノが大きく異なる程ではないと考えられる  

から、日米において∂の値は、ほぼ同一であるとして良い。   

以上より、④式において、日米間でア及び∂がそれぞれはぼ等しいのに対し、ノの  

日米比は、0．07である。こうした結果が生ずるためには、④がαの増加関数であるこ  

とから、ノのべき指数であるαは、米国よりも日本の方が大きくなければならない。   

こうした現象は、日米間における労働力と比較した土地の相対的希少性の差異によ  

るものである。   

日本は、米国に比べ、労働投入量に比してをまるかに少ない土地で生産活動を行わな  

ければならない。これがCobb－I）ouglas型生産関数において生産要素としての土地のべ  

き指数αを米国よりも日本において大きくするのである。   
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3．αの意味一生産の土地弾力性   

Cobb－Douglas型生産関数②式の自然対数をとると、  

10g）′去log∂＋αlogエ。点＋（1－α）log⊥。b・。。・‥ O O 

であって、これを土地利用量上。nについて偏微分すれは、  

（1／iつ（∂㌣／∂エ。乃）＝α（1／上8月）・。・。。。 ・（む  

であるから、  

α＝（⊥。n／‡つ（∂‡′／∂⊥。n）・。・。。。・。・ 。⑦  

となる。即ち、αは、労働の投入量を一定にして土地の利用量を1％増加させた時の  

実質GDPの増加率（％）を表すものである。需要の価格弾力性に倣って言えば、αもま、  

「生産の土地弾力性」と呼ぶことが出来る。   

日本のαの方が大きいということは、日本において相対的に希少な土地資源を米国  

より、より集約的に利用していることによるものである。  

4．結論－αと身の関係及びAの日米比較   

名目地代′、名目賃金坪及びGDPデフレ一夕ーβが定まっている状況の下で、企業  

は、収益ガを最大にするために必要な上。乃、エ。bの組合せを求め、生産を行うものと  

想定する。こうした⊥。乃、エ。bの組合せは、  

ガ＝β）仁一（rエ。n＋Ⅳ⊥。b）・。・…・。・・ 。⑧  

のエ。n、⊥油に関する偏微分係数が共にゼロになるという条件により、決定される。   

今、土地について見れば、収益最大化のための必要条件は、  

∂斤／∂エ。n＝β∂】ノ／∂⊥。n－′  

＝0 ・・。… …・・。… ‥ ⑨  

即ち、  

∂Y／∂⊥。刀＝r／β… … … … ・⑩  

が成り立つことであって、⑩式は、「土地の限界生産力＝実質地代」という周知の古  

典的な命題である。   

一方、地価は、フアンダメンタルズ・モデルによれば地代の割引現在価値であるか  

ら、割引率二利子率とすれば、地価Aは、利子率をノとして、  

A＝r／プ ・… … … … ・⑪  
と表すことが出来る。   

以上の結果（⑪、⑩及び⑦）を用いれば、五郎ち「土地資産額／名目GDP」は、  

互＝A⊥。n／βy  

＝（1／ノ）（′／β）（エ。n／‡つ  

＝（1／ノ）（∂y／∂エ。n）（La。／‡つ  

＝（1／ノ）α 。。・・・。。・。・。。 。⑫   
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と表すことが出来る。   

ここで利子率を見ると、公定歩合（日本1．75、米国4．75％）、国債利回（日本3．71、  

米国7．37％）のいずれによっても日本の方が低いから、1／ノ は、日本の方が大きい。  

αについては、3，において日本の方が大きいことを明らかにしている。   

従って、⑫式により、え即ち「土地資産額／名目GDP」は、日本の方が大きいこと  

が明らかとなった。  

5．おわりに   

冒頭の図をもとにして、「日本の地価は、経済規模と関連して見ても米国に比較し  

てまだまだ高過ぎる」と言われれることがあると聞くが、上述したところによれば、  

こうした見方は、的を得ていないと言えよう。   

日米間においては、地価に関連した比較を行う場合、本稿で二つの生産要素として  

取り上げた土地及び労働資源の利用可能量の相対比が大きく異なっていることを見逃  

すことは、出来ないのである。   

なお、本稿は、新古典派的なアプローチによっているが、昨今の新古典派経済学に  

対する批判には厳しいものがある。例えば、塩沢由典『複雑系経済学入門』（生産性  

出版、1997年）等を参照されたい。本稿においても、その批判の主要なポイントであ  

る「最適化原理」を援用しており、当然批判を受けるべきものである。しかしながら、  

本稿において得られたような「エレガント」な結果を導くことが出来るのが新古典派  

の最大の魅力である。筆者も新古典派のこうした魅力の呪縛から中々抜けられないで  

いる。新古典派を越える経済学が一日も早くその全貌を明らかにしてくれることを望  

んで止まない。  

［ やまべ  としあき ］  

［土地総合研究所理事調査部長］   
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